
(1)　一  般  会  計

ア　総　　括

（歳　　入） （単位　千円）

計

分担金及び負担金 4,474,603

国 庫 支 出 金 98,558,081

繰 入 金 32,602,065

繰 越 金 578,556

県 債 55,034,800

772,791,635

（歳　　出） （単位　千円）

計

総 務 費 38,961,690

農 林 水 産 業 費 42,369,195

商 工 費 109,338,157

土 木 費 88,938,140

772,791,635

イ　補正項目

経済対策関連事業　　  　　　　　　　　　　　　　２４，１２２百万円

※内訳は、２ 経済対策に関する調のとおり

ウ　繰越明許費 （単位　千円）

12 322,839 32,279,226

7 399,064 108,939,093

15

６

補 正 額

２

12,146,800 42,888,000

13

１　令和６年度11月補正予算概要

3,578,483

９

補正前の額補 正 額

７ 896,120

款

87,803,53110,754,550

（追加提出分）

1,802 576,754

22,036,610

款

歳 入 合 計 24,122,111

72,572,081

6,583,069

38,187,771

補正前の額

748,669,524

773,919

土 木 費

計

748,669,524

16,366,059８

歳 出 合 計 24,122,111

35,786,126

繰越予定額

5,308,961

15,554,666

区　　　分 

農 林 水 産 業 費

773,919

399,064

総 務 費

商 工 費



エ　債務負担行為（追加）

（その他の事業）

限度額

571,000千円

期　間

6～8年度

（ 土 木 建 築 部 ）

堰堤改良事業の年度を越える工事
を一括契約すること

事　　業　　名



(単位　千円)

今回補正額 主  な  事  業  内  容

4,592,017
○補助公共事業・直轄事業負担金

　土地改良、道路、港湾　等

18,357,111
○補助公共事業・直轄事業負担金

　農地防災、河川、砂防　等

1,172,983

○生活者への支援
　ＬＰガス料金上昇の負担軽減への支援

○中小企業等への支援
　特別高圧の電気料金の一部を支援

24,122,111

２　経済対策に関する調

区　　　　　　　分

日本経済・地方経済の成長

国民の安心・安全の確保

合　　　　　　　　計

物価高の克服


